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要旨 
新疆ウイグル自治区では今、中国政府主導による「西部大開発」が急速に推進されている。この開発政策の
一つの柱は、伝統的な遊牧民を定住農業生活へと転換させることによって、砂漠化を抑制し、緑地や農地の回
復を進めようとする「退牧還草」政策である。また、工業団地の造成によって、産業の近代化を図ろうとする
「工業開発」政策も同時に進行している。しかし、この地域は豊かな自然にも恵まれており、それらを保護す
る必要もある。本研究は、新疆北部カラメリ動物保護区を事例に、環境政策の推進を「退牧還草」政策および
「工業団地」開発政策による資源開発とどのように調和させて、この地域の社会発展に結びつけることができ
るのか、政府、企業、牧畜民、地域住民など、さまざまなアクター間の関係を分析することによって検討した
ものである。 
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１．研究の目的と方法 
改革開放以後の中国における最大の政策課題は、急速な経済発展を遂げた東部沿岸地域と、発展が立ち遅れ
ている西部内陸地域との格差拡大を是正し、「東部と西部との調和的な発展と共同富裕」を実現することにあっ
た（高，2011）。そのために、1999 年の中央経済会議で重要な国家戦略と位置づけられた一大プロジェクトが
「西部大開発」である。このプロジェクトが始動してから 11 年後の 2010 年に中国社会科学院社科文献出版社、
西北大学、内モンゴル大学が発表した『西部地域白書 中国西部経済発展報告 2010』によれば、このプロジェ
クトによって西部地域における経済成長率は 8 年連続で 10％を超え、全国の GDP に占める割合は 20％近くに達
した。しかし、このような急速な経済発展を実現したとはいえ、全国の 50％以上の GDP を占める東部地域には
まだ遠く及んでいない（梁，2011：170）。その後さらに時間が経過した今、このプロジェクトはどのように進
められているか、それが本当に東部と西部の格差縮小を実現しつつあるかを検証することが、一つの重要な研
究課題となっている。 
「西部大開発」の重要施策は、ダムなどの水利施設、道路、鉄道、空港などの交通インフラ、都市基盤、工
業団地の整備など実に多岐にわたっているが、それと同時に、土砂流出、砂漠化、および生物多様性の減少を
改善するための生態環境の保護も重点施策とされている。生態環境の保護の基本となっているのは、「退耕還林」
や「退牧還草」と呼ばれる施策だが、それらには「自然環境を優先することを第一義としながらも、国土保全
と農牧民の生活の安定、および農村振興の推進も目的として含まれている」(南石・宋編，2015：12)。だが、
インフラ、都市基盤、工業団地の整備と農業・農村振興を生態環境の保護と調和的に推進して西部地域全体の
社会発展を実現することは非常に難しい。中国は今、そのような、実に難度の高いプロジェクトに挑戦してい
るのである (南石・宋編，2015：11)。 
「西部大開発」の対象範囲は、12 地域（6 省、5 自治区、1 直轄都市）とされ、その総面積は全国の 7 割、
対象人口は全国の 3 割程度に相当する(南石・宋編，2015：9)。その中で最大の面積を占めるのが新疆ウイグル
自治区である。本稿では、新疆ウイグル自治区北部で進められている開発に焦点を当て、農牧業の振興と工業
開発と動物保護とがいわば「三つ巴」となっている複雑な実状を実証的に明らかにし、農業開発と工業開発に
ともなう資源開発と調和する野生動物の保護はいかにして可能か、その政策的な方向性を考察したい。 
本稿は、2013 年から 2016 年にかけて、新疆コクトカイ県において 3 回に渡って筆者が参加して実施した現
地調査に基づく成果である。2013 年 7 月から 8 月にかけての第一次調査では、予備調査の結果を踏まえて調査
対象地を広大な動物保護区があるカラメリ地区に選定し、その地域の概要について政府関係者にインタビュー
を実施した。また、地元の自然環境や社会実態を観察し、牧畜民の生産・生活について聞き取り調査を行った。
第二次調査は 2014 年 7 月から 9 月にかけて実施し、資源開発と社会発展と環境問題の複雑な相関性を検証する
ため、現地の環境問題と開発問題に絞って政府関係者と動物保護関係者に聞き取りを行った。第三次調査は、
2016 年 7 月 20 日から 30 日にかけて、「退牧還草」などの開発政策によって大きな生活・生業の転換を迫られ
た牧畜民たちの適応策を中心として直接牧畜民から聞き取りを実施した。 
 
２．新疆ウイグル自治区及びカラメリi地域の概況 
本節ではまず、西部大開発の対象となっている新疆ウイグル自治区とはどのようなところか、その地域全体
の概要と今回取り上げるカラメリ地区の現状を説明し、自然保護と資源開発を両輪としながら政策やプロジェ
クトが、どのように実行されてきたかを概観しておく。  
新疆ウイグル自治区（以下新疆と略称する）を地理的に概観すると、図１に示すように中国の西北の辺境に
位置し、その面積は 166km２で中国全土の約 1/6 を占め、中国の省・自治区の中で最大である（図１）。新疆は
1959 年に成立し、その後幾多の変遷を経ているが、現在の自治区の行政区iiは、4 地級市、5 地区（うち 3 自治
区は直轄地区、2 自治州も直轄地区）、5 自治州、13 市轄区、22 県級市（うち 9 自治州は直轄県級市）、62 県、
6 自治県で構成されている（中国人民共和国民政部，2015）。新疆の人口規模は 2007 年現在で 2095 万 1900 人
であり他の省と比較すると少ないが、その民族的構成はきわめて多様であり、漢族が約 4 割を占め、ウイグル
族をはじめする少数民族が約６割を占めている（表１）。 
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図１：中国における新疆ウイグル自治区の位置 
 
出所：https://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/2/2f/China_Xinjiang.svg (最終検索日: 2017 年
5 月 31 日) 
 
表１：新疆ウイグル自治区の人口とその構成 
民族 人口数 人口の構成比（％） 
ウイグル族 8,345,622 45.21042 
漢族 7,489,919 40.57485 
カザフ族 1,245,023 6.74462 
回族 839,837 4.54962 
キルギス族 158,775 0.86013 
モンゴル族 149,857 0.81181 
ドンシャン族 55,841 0.30251 
他の少数民族 230473 1.24855 
合計 18,459,511 100 
出所：『中国人口統計年鑑』（2010 年）より筆者作成 
 
改革開放以降、中国経済は飛躍的な発展を遂げてきたが、新疆の経済も高度成長を続けてきた。新疆の域内
総生産(GDP)の年平均成長率は、表 2 のように 10%を上回る年がほとんどであった。1978 年以降の新疆における
産業別 GDP の推移を表 3 に掲げる。2015 年の新疆の総生産について一次産業・二次産業・三次産業の構造を見
ると、それぞれ 16.7:38.2:45.1 である。1978 年に比べると、一次産業の割合が減少し、三次産業の割合が高
くなっている。それでも全国平均の産業構造比（8.9:40.9:50.2）と比較すると、一次産業の比率は高い。産業
構造を二次産業、三次産業へと高度化していくことは、新疆にとって重要な課題となっているのである。 
 
  
新
疆
ウイグル自治区 
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表２：新疆第６次 5 ヵ年計画期以降の経済成長率 
5 ヵ年計画期 GDP 実質伸び率（％） 
第 6 次(1981~85) 12.5 
第 7 次(1986~90) 9.8 
第 8 次(1991~95) 11.8 
第 9 次(1996~2000) 7.7 
第 10 次(2001~05) 10 
第 11 次(2006~10) 10.6 
第 12 次(20011~15) 10.7 
出所：『新疆ウイグル自治区統計年鑑』（各年）より筆者作成 
 
表３：新疆ウイグル自治区の産業構成比 
 産業別 GDP の構成比（％） 
年度 一次産業 二次産業 三次産業 
1978 35.9 46.2 17.9 
1980 41.5 45.7 18.9 
1985 38.4 35.7 25.9 
1990 34.7 30.7 34.7 
1995 29.2 36.7 34.2 
2000 21.1 43.0 35.9 
2005 19.4 45.8 34.8 
2010 19.9 46.8 33.3 
2015 16.7 38.2 45.1 
出所：『新疆ウイグル自治区統計年鑑』（各年）より筆者作成 
 
新疆は、中国全土の中で最も変化に富む複雑な地形を有する広大な地域であり、北から、山・盆地・山・盆
地・山という地形的構造をもつ(「三山挟二盆」と表現される)。すなわち、北からアルタイ山脈（阿勒泰山脈）、
ジュンゲエル盆地（准葛尔盆地）、テンシャン山脈（天山山脈）、タリム盆地（塔里木盆地）、クンルン山脈（崑
崙山脈）と山岳地帯と盆地が交互に連なっているのである。テンシャン山脈を境にし、南が南疆、北が北疆と
呼ばれている。山と草原ばかりで海はなく、中国の中で海洋から最も遠く離れている地域である。このような
地形のため、新疆はユーラシア大陸の中でも有数の乾燥地帯となっている。新疆全体の冬の平均気温はマイナ
ス 10°C からマイナス 17°C で、夏は北疆では 20°C から 25°C、南疆では 25°C から 27°C となっており、
いずれにしても年間を通して気温差が大きい。 
新疆はこのようにきびしい自然環境条件(地理的位置、複雑な地形、大きい気温差等)の制約があるにもかか
わらず、動植物などの自然生態資源や土地資源、鉱物資源に恵まれている。野生動物は 699 種が確認されてお
り、そのうち魚類が 85 種、両生類が 7 種、爬虫類が 45 種、哺乳類が 137 種である。野生植物は 4000 種以上確
認されており、そのうち経済的価値があるのはバシクルモンなど 1000 種ほどである。政府は、野生動植物やそ
れらの生息・生育環境を保護するために、動植物の捕獲・採取及び生息地等の保護に関する規制や保護回復事
業を推進している。 
新疆には、鉱産資源も豊富に埋蔵されており、産出される鉱物の種類も多い。すでに発見された鉱産資源は
100 種類以上あり、そのうち全国一にランクされているのはベリリウム、白雲母、チリ硝石、チャイナクレイ、
蛇紋岩などである。鉱物資源のうち特に経済価値が高い石油と天然ガスの埋蔵量を見ると、石油が 85 億 6000
万トン、天然ガスが 2 兆 1000 億立方メートル（中国全体の埋蔵量の 28%と 33%に相当する）と推定されている。
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そのため、石油と天然ガスを主とする鉱物資源の開発が新疆の経済発展の主要な推進力となっているのである。
しかし、野生動植物の保護とこのような資源開発が同じ土地で行われるなら、両者はトレードオフの関係にな
る可能性がある。 
実際新疆では、環境保護と資源開発を両輪としながら政策やプロジェクトが実施されたことによって、様々
な問題が生じ、大きな混乱がもたらされている。そのような問題の実態を明らかにするために、本稿では新疆
北部に位置するカラメリ地域を事例として取り上げる。カラメリは、伝統的にカザフ族を中心に遊牧生活が行
われてきた地域であり、経済的には今もなお貧困地域である。1982 年のカラメリ動物保護区の設立によって、
保護区における家畜の放牧活動が禁止され、一部の牧畜民は多大な損失を被った。さらに、2004 年より「退牧
還草」事業が実施され、牧草地の一部で立ち入り禁止の境界線が引かれたことにより、牧畜民たちはかつての
ような草原に頼る牧畜生産を続けることが更に難しくなった。一方、このような貧困地域は様々な鉱物資源に
恵まれており、当然ながら経済発展による資源開発への依存度が一層高くなった。実際、これまで牧草地だっ
た広大な土地のあちこちで資源の調査・開発や道路の建設工事などが進められ、それによる経済発展の裏で環
境破壊などの問題が表面化してきたのである。 
そこで本稿では以下、カラメリ地区で起こっていることに焦点を絞り、自然環境の保全のために設定された
動物保護区はどのように運営されているのか、「退牧還草」という取組みを通じて、草原環境はどのように変
化しつつあるのか、さらに、鉱物資源の開発とそれを利用する「工業団地」の建設の推進は自然環境にどのよ
うな影響をもたらしたか、カラメリの貧困問題は、このような資源開発によって緩和される可能性があるのか、
これらが本稿の基本的な問題意識である。 
 
３．カラメリ動物保護区の概要 
新疆カラメリ動物保護区は 1982 年に新疆政府によって設定された有蹄類野生動物保護区であり、1 万 8000km
²の面積を有し、新疆北部で第一位の規模の動物保護区となっている。図 2 に示すように、東経 88°33′から
90°0′、北緯 44°40′から 46°0′に位置しており、東西 117.5km、南北 147.5km に及ぶ。この保護区は新疆
の首都ウルムチ市から北へおよそ 400km 離れた場所にあり、西側はジュンガル盆地グルバンテュンギュト砂漠、
南側はショウグン砂漠が連なり、東側はホウトウ山、北側はウルングル河に隣接している。自然環境の側面か
らみると、カラメリ動物保護区の実態はほぼ半砂漠・砂漠の景観であり、東部はゴビ砂漠、中部は緩やかなカ
ラメリ山谷であり、西部に砂丘帯が点在している。海抜は500mから1500mの間で地勢は東高西低となっている。
年間の平均気温は 2.38℃、最高気温が 50℃に達することもあれば、最低気温がマイナス 39℃まで下がること
もある。また、温帯大陸性気候に属し、年平均降雨量は約 159.1mm で蒸発量は 2090.4mm に達する。降水量の減
少と蒸発散量の増加により、乾燥化が進んでいるため植生は乏しい。このような地形、気候、気温などの制約
により干魃、寒波、風害、雪害などの自然災害が生じやすくなっている。 
 
  
219
図２：新疆北部におけるカラメリ動物保護区の位置 
 
出所：初紅軍（2008）に基ついて筆者作成 
 
カラメリ動物保護区は、このように自然環境が厳しいため自然災害のリスクが大きい反面、そのような変化
に富む自然環境に恵まれているがゆえに豊かな野生生物が生息している地域でもある。実際、この動物保護区
は、生物多様性が中国で最も豊かな地域の一つであり、31 科 139 種の植物（うち 8 種は絶滅危惧種）と 58 科
288 種の動物（うち 11 種は I 級、36 種は II 級絶滅危惧種）が確認され、野生動物の王国と呼ばれている場所
である。カラメリ動物保護区は、1960 年代以降絶滅した野馬「普氏野馬」（学名：Equus ferus przewalskii）
が 1985 年にアメリカ、イギリスおよびドイツの支援によって再導入された保護区として国際的によく知られて
いる。この野馬は現存する唯一の純粋な野生種のウマであり、6000 万年前の遺伝子を保留している野生動物と
して、「生きている遺伝子バンク」と呼ばれている。絶滅の恐れのある野馬は、中国では 1 級の重点保護動物
に指定され、ワシントン条約（CITES）iii附属書 I に登録されている。カラメリ動物保護区では、野馬の再導入
を契機として強力な保護プロジェクトが開始された。その結果、2004年に野馬の頭数が142匹に増加したため、
アジア第１、世界第 2 の野馬繁殖センターと呼ばれている。 
図 3 に示したように、カラメリ動物保護区はチャンジ回族自治州のキダイ県（奇台県）、ジムサル県（吉木
薩爾県）、ブコウ市（阜康市）とアルタイ地区のコクトカイ県（富薀県）、チンギル県（青河県）、ブルルト
カイ県（福海県）の 6 つの県に跨っている。この保護区は 1983 年からアルタイ管理機関とチャンジ管理機関の
二つの機関によって管理されている。このような状況は「一区両管」と略称され、今日まで続けられている。 
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図 3 カラメリ動物保護区の位置及び「一区両管」iv 
 
出所：初紅軍（2008）に基ついて筆者作成 
 
４．「退牧還草」政策の推進と動物保護 
1990 年代から中国西北部の草原では、砂漠化をはじめとする環境問題や過放牧による生業・生産問題がます
ます深刻になってきた。これらの様々な問題を解決するために、中央政府は「退牧還草」政策（牧畜を禁止し
草地を復元する政策）を中心とする一連の政策・制度を実行し始めた。新疆において「退牧還草」事業がほぼ
全域で展開されるようになったのは 2003 年であり、それは今日まで続いている。 
2004 年に、カラメリ動物保護区の中にある冬営地が県政府重点保護草地に指定され、牧草地を柵で囲い、元
の草地に戻すことが決定された。「退牧還草」事業を担当するのは県政府の牧畜局であり、具体的に「囲柵禁
牧」と「季節性休牧」の二つの措置が講じられた。「囲柵禁牧」における禁牧とは、一定期間（3 年-4 年）柵
の中に放牧することを完全に禁止する措置である。「季節性休牧」とは、牧草が萌芽から結実するまでの期間
内に放牧を禁止する措置である。 
野生動物の保護事業を適切に推進する鍵は、保護区の生態バランスを良好な状態で維持することである。し
かし「囲柵禁牧」によって保護区内に生息する野生動物の採食や移動などが阻害されるようになった。降水量
が少ない乾燥地域に広がる草原では一般に、植物性バイオマスの生産速度が遅く、その分布も不確実性が高い。
このような環境の特殊性を考慮しなかったために野生動物の保護を阻害してしまったことが、カラメリ保護区
の問題として専門家や関係者から指摘された。また、「退牧還草」の実施によって一部の牧草地は回復したが、
全体としては回復していないことも問題とされた。「退牧還草」のうち「退牧」は実現したが、「還草」は全
体としてまだ実現していない。これは野生動物が採食する草が回復してないこと意味している。このように、
カラメリ保護区では「退牧還草」と動物保護との矛盾が最大の問題となっているのである。 
 
５．「工業団地」開発政策と動物保護 
以上のように、カラメリ動物保護区では「退牧還草」を推進する過程で動物保護との矛盾という問題に直面
しているが、それと同時に「工業開発」政策も推進している。そして、工業開発の対象とされた地域は、カラ
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メリ地区とほとんど重なっている。何故なら、カラメリ地区は既に述べたように野生動物に代表される豊かな
自然に恵まれているだけでなく、工業開発の直接的誘因となるレアメタルなどの鉱物資源にも恵まれているか
らである。そのため、新疆政府はこの地区を含めた地域を開発地域に指定した。その結果、新疆政府は 2005
年から 5 年間にカラメリ保護区の面積縮小を 5 回v命令した。カラメリ保護区の面積は僅か 5 年間で、核心区
4619.62 km²、緩衝区 4758.75 km²、実験区 3493.07 km²となり、当初のおよそ 2/3 に縮小してしまったのであ
る。このような短期間に保護区を縮小した政府の政策に対して、地元及び動物保護区管理機関の関係者は「5
年 5 調」と批判的に呼んだ。さらに、新疆政府は 2013 年に保護区内に工業団地を創設する命令も下した（図 4）。
その結果、2014 年から、工業団地の発電工事と水利工事が次々に行われた。また、保護区における鉱物資源採
掘は大部分が露天掘りで草原を掘削して行われるため、採鉱現場ではその周辺も含め野生動物が生息できなく
なり、鉱物開発と自然保護は競合関係になった。結果として、自然環境が破壊され、野生動物の生息する基盤
が失われ、多くの野生生物種の個体数が著しく減少して絶滅の危機に瀕することとなったのである（初，2008）。
このような「工業開発」政策と動物保護の矛盾は、今日ますます深刻化している。 
 
図 4：カラメリ動物保護区における K 工業団地の位置 
 
出所：『KMST 工業団地の計画書』に基ついて筆者作成 
 
６．カラメリ動物保護区をめぐるアクター間の関係と動き 
以上のように、カラメリ保護区では、「退牧還草」及び「工業開発」と動物保護政策との間の矛盾が顕在化
している。なぜこのような矛盾が起こってしまったのかを読み解くことによって初めてその矛盾を解消し、開
発と動物保護との調和をいかにして図ることができるか、明らかになるだろう。そこで、本稿では現地調査の
結果に基づき、そのような矛盾を引き起こしたアタクーの間の相互関係を明らかにしたい。 
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図 5：カラメリ動物保護区をめぐるアクターの関係と動き 
 
出所：筆者作成 
 
図 5 で示したように、カラメリ保護区の管理・運営には、様々なレベルの実に多様なアクターが複雑に絡み
合いながら関与している。まず最上位に国家レベルの中央政府が存在し、次に地方レベルの新疆政府があるが、
これら二つの間は支配と従属の関係にある。さらに、アルタイ地区人民政府とチャンジ自治州人民政府は、市
レベルの行政機関として上級の新疆政府の領導を受けながら、下級の県レベルの政府を指導している。この保
護区に最も直接的に関与しているアルタイ管理機関とチャンジ管理機関は、アルタイ地区人民政府とチャンジ
自治州人民政府の下にそれぞれ設置されている。同じレベルでコクトカイ県人民政府は、アルタイ人民政府の
下級政府として牧畜局と国土資源局によって構成されている。行政システムの外部には地元のカザフ族の牧畜
民が存在し、彼らは何百年も前からカラメリ地域で遊牧生活を行なってきたが、現在は遊牧から定住・半定住
へと転換している。他には開発企業があり、コクトカイ県人民政府による「招商引資」viの手段で誘致され、
当地の資源調査・開発を行っている。資源開発の受益者である開発企業は牧畜民に対して適切な経済賠償を支
払う責任を有している。 
図 5 に示したように、カラメリ保護区における動物保護が「退牧還草」及び「工業開発」政策と矛盾する結
果になった最大の政策的要因は、このような実に多層的で多様なアクター間の極めて錯綜した複雑な関係性に
あると考えられる。それは以下の二つの観点から捉えられることができる。一つは行政システムの内側の問題
であり、もう一つは行政システムの対象としてそのシステムの外部に位置づけられている住民とりわけ牧畜民
との関係性の問題である。 
行政システムの問題は、動物保護区の運営・管理主体のあり方をめぐる問題となって現れている。具体的に
は、カラメリ動物保護区の国家級への「昇級」問題である。中国において自然保護区は国家級と地方級の二つ
に大別されている。カラメリ動物保護区は 1982 年に新疆政府により指定され、地方級自然保護区に属していた。
しかし、1990 年代末からカラメリ保護区の管理機関は国家級への昇級を積極的に申請してきた。それに対して、
新疆政府は動物保護が国家級へと昇級することに反対した。その最大の理由は、保護区の地下に埋蔵されてい
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る鉱物資源を巡る利権である。カラメリ動物保護区が国家級に昇級すれば、自治区政府は保護区の管理権限を
失い、保護区中での資源調査や開発が不可能となる。それを回避するため、新疆政府はカラメリ動物保護区を
国家級に昇級させず地方級のままで運営し続け、地方政府の権限で短期間に保護区の面積削減や区画調整、保
護区内での工業開発などの命令を下したのである。 
一方、住民側、とりわけ牧畜民の立場からすれば、カラメリ地域は太古からカザフ族の遊牧民の伝統的な冬
営地であり、カラメリ保護区の一部もそのような伝統的な冬営地と重なっているという現実がある。そのよう
な地域で「退牧還草」政策が実施されたことにより、牧畜民は政府の管理対象とされ、家畜の放牧活動から排
除されてきた。近年、カラメリと周辺地区に資源開発ブームが起こって以来、発言権を持たない牧畜民たちは
しばしば資源開発による環境破壊の悪影響を受けてきた。そのため、今では政府の政策と地元の牧畜民社会と
の軋轢が深刻化しているのである。 
 
７．農業開発と工業開発にともなう資源開発と調和する野生動物保護の課題 
本稿では、カラメリ動物保護区を事例に、動物保護区の設定・運営による自然保護政策と「退牧還草」政策
および「工業団地」開発にともなう資源開発政策が同時に進められていることがどのような問題を引き起こし
ているかを明らかにした上で、それらの最大の要因が政府、牧畜民などカラメリ動物保護区に関与する多層的
で多様なアクター間の錯綜した複雑な関係性にあるのではないかと分析した。論点をまとめると以下の三点に
整理できるであろう。 
第一に、自然保護と資源開発はどこの国でもいつの時代にも深刻なトレードオフの関係になりがちであり、
両者を調和的に推進することは極めて難しい。カラメリ動物保護区の事例は、この問題が現代の中国において
もいかに重要かつ緊急を要する政策課題であるかを典型的に示していると言えよう。もし中国がこの難題を正
面から受けとめて自然保護と資源開発を調和させることができるような適切な政策を講じることができれば、
世界に範を示すことにつながる可能性がある。問題を直視し、そのような可能性をいささかなりとも高めるに
は、まず何よりも本研究で試みているような地道な実態調査が必要不可欠だと思われる。 
二つ目に、本稿では、実態調査の成果のごく一部しか示すことができなかったとはいえ、カラメリ動物保護
区を舞台として顕在化している自然保護と資源開発の間の矛盾を深化させるうえで、多層的で多様な、異なる
目的や利害関心をもつアクターがいかに複雑に錯綜しながら関与しているかを明らかにすることはできた。こ
のような実に複雑なアクター間の相互理解と利害調整なくしては、この難題を政策的に解決することはできな
いだろう。たとえば、自然保護と資源開発の矛盾が、この保護区を国家級の保護区に昇級させようとするアク
ター（動物保護区の管理・運営に直接関与するアクター）と地方級に留まらせようとするアクター（そうする
ことによって、動物保護区の中でも鉱物資源の開発を推進しようとするアクター）との対立という形で現われ
ているからには、それぞれのアクターをいかに相互理解と利害調整に転換するためのテーブルにつかせること
ができるのか、そのためにはどのような政策決定の制度設計が必要なのかが検討されねばならないだろう。 
 三つ目に、本稿では、カラメリ動物保護区の問題は、単に自然保護の問題にとどまるものではなく、「退牧
還草」政策によって伝統的な遊牧生活を続ける権利を失い、工業開発によって定住農牧民へと生業を転換する
にも苦難を強いられているカザフ族を主とする地域住民の問題でもあることを示唆することができた。しかし、
彼らは基本的に政策の対象として外部化されていて、政策過程の内部にコミットすることはできない。中国で
最も民族構成が多様なこの地域では、自然環境保護政策と資源開発とを調和的に推進するために、カザフ族を
はじめ多様な民族集団を政策過程に組み込むことが特に必要だと言えよう。 
 
 
注 
                                                          
iカラメリはカザフ語で、「黒い山」の意味である。 
ii新疆ウイグル自治区の行政区画（2016 年現在）として、地級市はウルムチ、カラマイ、ハミ、トゥルファンの 4 つがある。
地区はアクス、カシュガル、ホータン、タルバガタイ、アルタイの５つがある。自治州はチャンジ-回族、ボルタラ-モンゴ
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ル、バインゴリン-モンゴル、クズルス・キルギス、イイリ-カザフの５つがある。その他に、13 市轄区、22 県級市（うち 9
自治州直轄県級市）、62 県、6 自治県を所轄している。（参照： 
http://202.108.98.30/defaultQuery?shengji=%D0%C2%BD%AE%CE%AC%CE%E1%B6%FB%D7%D4%D6%CE%C7%F8(%D0%C2)&diji=-1&xi
anji=-1） 
iii絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（Convention on International Trade in Endangered Species 
of Wild Fauna and Flora）は、希少な野生動植物の国際的な取引を規制する条約である。 
iv1983 年、カラメリ保護区は北緯 45°を境にし、全体の約 1 万 4000km²がアルタイ自治州、約 4000km²がチャンジ自治州に
属していて、それぞれにアルタイ保護部門とチャンジ保護部門が設置された。 
v具体的には、チャンジ管理機関の管轄区域は 2005 年から 2008 年にかけて 2800km²が縮減され、1200 km²しか残していない。
アルタイ管理機関の管轄区域は、2009 年 7 月と 2011 年 1 月に 2 度の調整を行い、それぞれ 821.38 km²、592.76 km²に削減
された。2013 年７月には、カラメリ保護区内に工業団地を建設するために面積調整が実施された。 
vi「招商引資」、すなわち「外部からの投資ならすべて歓迎する」との立場から、低い法人税(企業所得税)率の適用を優遇措
置の中心に掲げ、外部企業の誘致活動が進められている。 
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